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論文
新保護主義
渡辺太郎
どこが新しいのか
1970年代後半以降自国産業保護の動きが激しくなった。特にアメリカおよび
ECの傾斜がめだっ。「貿易戦争」というような物騒な言葉が新聞雑誌の見出
しに出てくることも珍しくない。！）近年のこの動きは， しばしば「新保護主
義」という名で呼ばれている。その意味するところを明らかにするのが本稿の
狙いである。
まず，この言葉がいつごろから使われるようになったかであるが， 1970年代
末には新保護主義を論じた論文がいくつも出ている。2) 79年にはそれをタイト
1) GATT, International Trade, 1981-82, p. 21. 
2)私の目に触れた関係文献は以下の通りである。
Bela Balassa, "The New Protectionism and the International Economy," 
Journal of World Trade Law, Sept.-Oct. 1978 (reprinted in his The Newly 
Industrializing Countries in the World Economy, New York, 1981); Jan Tum-
lir, "The New Protectionism, Cartels, and the International Order," R. A. 
: Amacher et al eds., Challenges to a Liberai International Economic Order, 
Washington, D. C., 1979; Bela Balassa, "The New Protectionism; An Evalu-
ation and Proposals for Reform," R. A. Amacher et al eds., op.cit.; Robert 
S. Mcnamara, "Countering the New Protectionism," Finance and Develop-
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ルにした書物も出ている。3) しかし，だれがいつ，どこではじめていいだした
のか，私は知らない。言葉の由来には私も関心があるが，それを自分で調べる
暇は，残念ながらない。しかし偶然の機会に，それが新語ではなく， 40年も前
にすでに使われていることを知った。
最近，必要があって， WilhelmRopke, International Economic Disinte-
grdtion, 1942を読み返した。レプケは，戦前から戦後にかけて自由主義経済を
強力に唱道し，ワルター・オイケンと並んで， ドイツの戦後経済復興の指導理
念形成に大きな影薔を与えた学者である。その彼が第2次大戦中に著した上記
書物のなかで， 1930年代の世界経済を新通商政策または新保談主義の時代と規
定し，その特質を明示している。そしてそこには，近年よく使われる「管理貿
易」という言葉も現われている。4) レプケの説明を読み，それを最近の議論と
比べてみるとき，近年しきりと新保護主義というが，どこが新しいのか，本質
的には1930年代とあまり変わっていないのではないかという疑問が出てくる。
そこで次に，近年の保膜主義的な動きのなかで，どこが新しいと考えられて
いるのか，それを確かめてみたい。一つは，いうまでもないことであるが，時
ment, Sept. 1979; Leon Hollerman, "The Politics of Economic Relations be-
tween the United States and Japan," Leon Hollerman ed., Japan and the Unit-
ed State: Economic and Political Adversaries, Boulder, Colorado, 1980; Ge-
rard Curzon, "Neo-protectionism, The MFA and the European Community," 
The World Ec、~nomy, Sept. 1981; C. Fred Bergsten and William R. Cline, 
Trade Policy in the・1980s, Institure for International Economics, Washington 
D. C., Nov. 1982; Gerald H. Anderson and Owen F. Humpage, "A Basic A-
nalysis of the New Protectionism," Economic Impact, 1983/1; John Hein, "Ori-
gins of the New Protectionism," Economic Impact, 1983/3, 兼光秀郎「台頭する
新保護主義とガットの将来」，『季刊現代経済」 53号，1983年春および54号，1983年夏。
3) Melvyn B. Krauss, The New Protectionism; The Weljare State and Interna-
tional Trade, Oxford, 1979. 
4)もっとも，同じく「管理貿易」と訳したが， レプケが使ったのは 'controlled trade' 
であって，昨今使われている 'organizedtrade'よりも，語調がきつい。 Ropke,op. 
cit., p. 58. 
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代の新しさである。 1930年代の保護主義は，前代と比べてそれがいかに際立っ
た特質をもっているにせよ，今はもう新保護主義と呼ぶことはしない。保護主
義にも，他の主義主張と同じく，時代による勢力の移り変わりがあるが，近年
保護主義が再び勢いを盛り返し，自由貿易主義の影が薄くなっているさまをみ
て，新保護主義と呼ぶのである。前掲注2)の論文のなかでは，マクナマラ世
銀総裁（当時）と兼光教授とが，復活した今日の保護主義という意味で，新保
護主義という言葉を使っているようである。
しかし，歴史は繰り返すというが，実際には，少なくとも全く同じ形では繰
り返さない。時代が変われば，形も変わる。今日の保護主義もかつての保護主
義と全く同じではない。新保護主義という言葉をことさらに使う人びとは，こ
の点を強調する。それが，今日の保護主義が新しいということのもう一つの面
である。
それでは，今日の保設主義は，内容的にどこが新しいのか。バラッサ，カー
ゾン，クラウスなど多くの論者が一様に挙げているのは，第 1に非関税障壁の
比重の増大，第2に国内政策による産業助成である。そのほか，双務主義の高
まり，カルテル化の趨勢，補助金の比重の増大，さらには保護対象の特定工業
製品への集中などを指摘する意見もある。
非関税障壁の比重の増大
自国産業保護の主な手段は，関税，量的制限，補助金，政府調達，国家貿易
などである。なかでもこれまでいちばん広く使われてきたのは関税，次いで量
的制限と補助金である。しかし近年は，関税の重要性は落ち，量的制限への依
存がめだっ。
関税率の趨勢的低下戦後先進諸国の関税率は，好況のときはもちろんのこ
と不況のときにも，一貫して下がっていった。そしてそれにあずかって最も力
があったのは，ガットの多角的関税交渉である。それは， 1947年の第 1回以来
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これまでに 7回行われ，そこでの取決めに基づいて参加国はそれぞれ関税率を
引き下げてきた。そのうちでも成果が大きかったのは，第6回のケネディ・ラ
ウンドと第 7回の東京ラウンドである。前者では， 1960年代の世界経済の高成
長を背景に，参加国平均35彩の関税率引下げが達成され，そして後者では， 70
年代の世界的不況のまっただなかで，平均3分の 1の引き下げが取り決められ
た。この結果，先進諸国の関税率は，全品目の加重平均で 3~5彩にまで下が
ることになった。関税率がここまで下がると，為替相場が年に1096も20彩も，
ときにはそれ以上も変動することが珍しくない今日，関税による保殿の効果は
強くないことは明らかである。もっとも平均では 3~5彩と低くても，個別的
にみると，関税率が20彩とか30彩とかの品目もある。日本の例でいうと，チョ
コレート菓子が20彩，マーガリンが35彩である。こういう品目については，関
税は依然として保護効果をもつ。さらに，名目関税率と実効関税率の違いに注
目しなければならない。無税で輸入される原材料を投入して生産される製品の
実効関税率は，それが有税品目であるかぎり，名目関税率よりも必ず高い。5)
1例を挙げると，これはケネディ・ラウンド妥結前の数字であるが，渡部福太、
郎教授の計算では，銑鉄に対する日本の名目関税率は 9.8彩であるのに，実効
関税率は37.5彩と， 4倍近くも高かったぎ名目関税率が低いからといって，
それだけで関税は輸入を阻害していないとみることはできない。
量的制限の動き 量的制限の動きは，関税と違って，景気変動と成長率格差
に大きく左右されてきた。 50年代および60年代の世界経済の復興と成長の時代
には，先進諸国を中心に量的制限の撤廃が進んだが， 70年代以降不況が深刻化
すると，先進諸国，なかでも成長が相対的に鈍い国が先に立って再び量的制限
に訴えはじめた。繊維や鉄鋼などの輸出自主規制（それは，実質的には輸入国によ
5)実効関税率については，山本繁綽「貿易政策の理論』， 東洋経済新報社， 1974年，第
lI部を参照されたい。
6)渡部福太郎「産業構造と関税体系」，新飯田宏・小野旭絹『日本の産業組織』，岩波書
店， 1969年所収。
36 
新保護主義（渡辺） 103 
る輸入制限と同じである）はすでに60年代から始まっていたが， 70年代になると，
それが一段と強化され， さらに規制の分野も，造船，電気電子機器， 工作機
械，石油化学，自動車と，急速に拡がった。
管理貿易という言葉が最近よく使われている。その定義は必ずしも明確では
ないが，一般には非関税障壁に守られている貿易の意に解されている。しかし
実際には，貿易といっても，輸出は除外して輸入だけを問題にし，それに関連
して，非関税障壁といっても，補助金は除外して量的規制だけを問題にするこ
とが多い。この狭義の笞理貿易が世界貿易のなかでどの程度の割合を占めてい
るか，岡本秀一氏が挙げている数字を借りて示すと，次のとおりである。7) そ
の割合は，農産物を含めた全商品では， 1974年には40形であったが， 79年には
46%に上昇した。工業製品だけをとると， 74年には13形であったが， 79年には
21形に上昇した。また地域別では，先進諸国の工業製品量的規制の割合は，上
の期間に 4形から15%へ急増し，非産油発展途上諸国のそれは， 25形から23%
へと，逆に減少した。
上の数字は，管理を狭く定義していること，および管理に関する情報が不十
分であることを考えると，実態を過小に示しているかもしれない。しかし他方
で，管理の寛厳の差を無視していて，一律に厳しい感じを与えている。その意
味では実態を過大に伝えるおそれがある。いずれにせよ，正確な指標とはいい
がたいが，それでも趨勢をうかがうのには役に立つ。それに関して簡単な数字
がいくつかのことを教えてくれる。
第 1に，農業部門がもともと保護主義の牙城であり，今でもなおそうである
ことは，日本やECの例で明らかであるが，近年は，工業部門でもめだって輸
入に対する量的規制が増してきた。第2に，これは数字からは直接には引き出
せないが，工業保護の対象が，繊維• 履物というような先進国にとって伝統的
周辺的分野から，自動車・電子機器というような先端的中枢的分野にまで拡が
7)岡本秀一「今年の世界貿易ー4年ぶりにプラス転換」， 『日本経済新聞』， 1984年2月
22日。
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った。8) そして第3に， 50~60年代には，貿易自由化を推進してきた先進諸国
も， 70年代には一転して量的規制に傾いた。自由貿易の利益も，不況と新興工
業諸国の追上げには勝てないようである。
上で，近年量的制限は強化されたが，関税はむしろ軽減されたことをみた。
保護の手段としての前者の比重は明らかに増した。
量的制限の強み 量的制限の強みは，その効果が明確につかめ，しかもそれ
が即時に現われるということである。政府が乗用車の輸入を 1年間に 100万台
に制限する決定をしたとすると，その決定が有効であるかぎり，実際の年間輸
入が 100万台を超えることはない。もっとも，輸入制限は輸入枠の上限を決め
るだけであるから，たとえば不況の予想以上の進行によって，実際の輸入が割
当てを下回ることがありうる。しかしそのときには，量的制限そのものが無意
味になっているのである。
関税だと，そうはゆかない。需要曲線や供給曲線の形や位置を正確に知るこ
とはむずかしいから，関税引上げの効果を正確に測ることはできない。乗用車
輸入の関税率をたとえば 5彩から10彩へ倍に引き上げた場合，輸入が5万台減
るのか10万台減るのか，コンピュークを駆使しても，出てくる結果は，多分に
推測の域を出ない。．しかも為替相場が変動すると， それが関税引上げの効果
を，あるいは相殺し，あるいは増幅する。したがって今日のような変動相場制
のもとでは，関税引上げの効果はさらに不確実になる。もちろん一国が関税引
上げを迫られるような状況では，経常収支も悪化し，したがって為替相場も下
落する傾向にあることが多いであろう。そのときには，関税引上げの効果を為
替相場の下落が増幅することになる。
ところで，関税引上げの効果を為替相場の下落が増幅するということは，為
替相場の下落も，関税引上げと同じく，保護効果をもつことを意味する。9) そ
8)この点は，兼光教授の強調するところである。兼光秀郎，前掲論文，第53号， 14-5
ページ。
9)為替相場保護については，コーデンの指摘がある。 W.M. Corden, "Relationship 
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うだとすると， 自国産業を保護するのに， なにも関税引上げに頼ることはな
い。為替相場の下落の方がずっと都合がいい。第 1に関税引上げに対しては，
量的制限の場合と同様に，ガットの規定からいって厳しい制約があるが，為替
相場の下落については，変動相場制のもとでは，それに対応する障害はない。
第2に，全商品に一律に輸入課徴金が課された例はあるが，一般には関税引上
げは特定の商品または商品グループに対してなされる。これに対して為替相場
下落の効果は全商品に及ぶ。したがってその効果もより大きい。
もう一つ，関税引上げには困ることがある（それは，為替相場の下落にもあ
てはまる）。それは， 関税引上げに対する需要および供給の調整には遅れが伴
ぃ，上に述べた不確実な効果でさえ，現われるのに 1年なり 2年なりの時間が
かかるということであるo為替相場についてはJカープ効果が知られているが，
そこでみられる調整の遅れが関税の場合にも生じうるのである。これでは，緊
急非常の用には応じにくい。10)
輸出自主規制 ところで，アメリカやECの量的制限の仕方をみると，自ら
輸入を制限するのではなくて，日本や新興工業国に輸出の自主規制をさせるこ
とが多い。そしてそのための交渉に，繊維や乗用車の例にみられるように，当
事者は 2年も 3年も骨身を削る思いをしているのが実状である。輸出の「自
主」規制とはいっても，もともとは輸入国の要求によるものであり，実質的に
は輸入国による輸入制限と変わりはない。輸入制限なら，輸入国の決定だけで
すむのに，なぜわざわざ，輸出国を説得して輸出規制をさせるというまわり＜
どい道をとるのか。しかも，輸入制限の場合には，交易条件は輸入国に有利化
する傾向があるが，輸出自主規制の場合には，それは輸出国に有利化する傾向
between Macro-economic and Industrial Policies," The World Economy, Sept. 
1980, p. 178. 
10)墓的制限と関税との関係の理論的検討については， Jagdish Bhagwati, "On the 
Equivalence of Tariffs and Quotas," his Trade, Tariffs and Growth, London, 
1969, Chap. 9を参照されたい。
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があり，したがって輸入国にとっては不利である。11) それに対する答えは，ガ
ット第19条に見出される。12)
ガット第19条は，いわゆる緊急輸入制限条項であり，自由貿易原則に対する
例外を認め，輸入が急増して，自国産業が重大な損害を受け，または受けるお
それがあるときには，輸入国は一時的に輸入を規制しうることを規定してい
る。しかしその際の輸入国の行動には，二つの点で制約がつけられている。一
つは，利害関係国と協議し，相互主義の原則に従って適当な代償を提供すると
いうことである。協議が成立しなければ，相手・国による報復措置を受けいれね
ばならない。もう一つは，無差別待遇の原則に従うということである。特定国
からの輸入が問題になっているときには，その国を狙い討ち'iこして輸入を規制
じたいというのが本音であるから，守りにくい原則である。ところが，実質的
には強制でも，表面上は納得ずくの輸出国の自主規制であれば，それに対して
代償を提供する必要はないし，その国を差別したことにもならない。そしても
ちろん，輸出国から報復を受けることもない。こうして輸出自主規制は，ガッ
ト第19条の回避策として，相手国に対して強い交渉力をもつ大国によって頻繁
に使われるようになった。小国の場合は，自主規制を輸出国に押しつけるだけ
の交渉力をもっていないから，それをかちとることは少ない。•
11)拙著「国際経済』第3版， 春秋社， 1980年， 128-9ペー ジ参照。 なお， C. Fred 
Bergsten, "On the Non-Equivalence of Import Quotas and "Voluntary" Ex-
port Restraints," his Towards a New International Economic Order, Lexing-
ton, Mass., 1975, Chap. 1 で輸入制限と輸出自主規制との性質の違いについて詳
細な検討がなされている。
12) Cf. David Robertson, "Fail Safe Systems for Trade Liberalisation," Thames 
Essay, No. 12, 1977; International Monetary Fund, The Rise in Protectionism, 
Washington, D. C., 1978, pp. 62-4; :Brian Hindlay,'Voluntary Export Re-
straints and the GA TT's Main Escape Clause," The. World Economy, Nov. 
1980; Patrizio Merciani, "Safeguard Measures in GATT," Journal of World 
Trade Law, Jan.-Feb. 1981. 
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国内政策による産業助成
間接的な貿易政策手段新保護主義のもう一つの特徴として挙げられるの
は，国内政策よる産業助成である。
自国産業保護手段というと，第 1に頭に浮かぶのが，関税や輸入制限，ある
いは輸出補助金というような，直接に貿易に影響を与える種類のものである。
これらを貿易政策手段と呼ぶと，それ以外に国内政策手段と呼ぶべきものがあ
る。生産補助金，特別減価償却，研究開発助成，労働者訓練助成，不況・合理
化カルテル許容などがそうである。それらは，直接に貿易を規制することは目
指していないが，政府が特定の財の国内生産を支持し，あるいは特定部門の生
産性の上昇を助けると，それは，国際的相互依存の進んだ今日，その国の貿易
にも大なり小なり影轡を与えずにはおかない。その意味で，上の国内政策手段
を間接的な貿易政策手段と呼んで，先の直接的な貿易政策手段と対比させるこ
とができよう。13)
ところで，このような間接的な保護政策の存在が自由貿易の定義を不明確に
する。近年世界的に保護主義が広がっているなかで，日本だけは，関税を率先
して引き下げ，量的制限の気運も，繊維・石油化学・アルミなど一部構造不況
業種にないとはいえないが，それでも全体としては，他の先進諸国ほどには強
くない。これらの点をみるかぎり，日本は明らかに自由貿易の国であり，保設
主義の風潮からは遠いといってよい。14) しかしそれにもかかわらず，日本の市
13)かくして，国内政策と貿易政策との区別は，事実上つけにくくなった。 Cf.Richard 
Blackhurst, "The Twilight of Domestic Economic Policies," The World Eco-
nomy, Dec. 1981, p. 359-61; OECD, Statement on Positive Adjustment Policies, 
Council Commu,n.ique of 11th May 1982. 
14)こういう見方をするのは，なにも日本人ばかりではない。少ないながら外国にもあ
る。 たとえば， Subcommittee on Trade of the Committee on Ways and 
Means, u. S. House of Representatives, United States-Japan Trade Report, 
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場は閉鎖的であるという海外からの批判はあとを絶たない。それは，日本独特
の商慣習が海外からの商品・サービス・資本の進出を阻んでいるほかに，日本
政府による強力な産業助成が貿易面以外のところで隠れて広く行われているこ
とに着目するからである。15) この種の批判にも一理がある。要するに，国際的
相互依存が進んだ世界では，一国の市場が開放的であるか否かは，貿易政策ば
かりでなく国内政策も含めてその運営の仕方をみて，総合的に判断するほかは
ない。
国内政策運用の目的 さて， 1973年の第 1次石油危機以降，産業保設ないし
育成のために先進諸国政府がとった国内政策は，次の 3種類に分けることがで
きる。
第 1は，不況産業保護のための政策である。16) 繊維・造船・鉄鋼・石油化学
Washington D. C., Sept. 5, 1980, p. 1 (日本貿易振興会訳『米国識会の対 H貿易
分析—―第 2 次ジョーンズ・レポート』， 日本貿易振興会， 1980年， 7 _:_ 8ペー ジ）；
Albert Bressand, "Mastering the'Worldeconomy'," Foreign Affairs, Spring 
1983, p. 754; William R. Cline,. "Reciprocity and Arbitrary Comparative 
Advantge," Economic Impact, 1983/3, pp. 29-30をみられたい。
15)たとえば，米国厳会の第 1次ジョーンズ報告およびギボンズ報告は，一方で日本市場
がかなり開放されたことを認めながら，他方で根強く残る国内政策面での貿易障壁の
数々を指摘している。 Subcommitte on Trade of _the Committee on Ways and 
Means, U. S. House of Representatives, Task Force Report on United States-
Japan Trade, Washington D. C., Jan. 2, 1979; idem, Report on Trade Mission 
to Far East, Washington D. C., Dec. 21, 1981. もちろん， 日本の輸入制限の厳し
さを訴える声も強い。上記の報告書もそうであるが， 米国大統領経済報告もその見
解をとっている。 EconomicReport of the President, 1983, Washington・D. C., 
p. 56 (経済企画庁調査局監訳『アメリカ経済白書」 1983年版，大蔵省印刷局， 1983 
年， 65ベー ジ）。
16)不況が保護主義の絶好の温床であることは，広く認められているところである。 The 
Rise in Protectionism, p. 35; S. J. Anjaria, Z, Iqbal, N. Kirmani and L. L. 
Perez, Developments in International Trade Policy, IMF Occasional Paper 
No. 16, Nov. 1982, p. 10- ただし， 保護主義によって不況および失業が解消すると
う保証はない。拙稿「保護主義で失業を救えるか」，『日本経済新聞」， 1983年 3月26
H参照。
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・自動車などでは，多くの国で生産補助金が与えられた。英仏のように，企業
を国有化して生産を継続した例もある。日本およびECでは，不況・合理化カ
ルテルが認められた。 ECでは1970年代末にカルテル結成のビークに達した。
アメリカは独占禁止の建前から，カルテルは認めない。しかしそのアメリカで
さえ，ロッキードやクライズラーの救済に政府が乗り出さざるをえなかった。
第2は，産業調整と産業開発のための政策である。一方で新興工業諸国によ
る急速な追上げと，先進諸国間の産業構造の変化がある。これに伴う比較優位
の変化に自国の産業構造を適応させて，経済の効率化を図らねばならない。そ
れが産業調整である。比較劣位産業の単なる保護と区別して，近年では「積極
的」産業調整といわれることが多い。17) そのときには前者は， 「防衛的」産業
調整と呼ばれる。他方で電子・通信・新素材・＇生物工学などの分野におけるめ
ざましい技術革新がある。これらの先端技術産業の開発育成も，国の生産力を
高め活力を維持する上で欠くことはできない。これが産業開発である。産業政
策の問題がこれに関連してクローズアップされるにいたった。18)
産業調整に対する政府助成も，市場に対する政府の介入には違いないが，む
しろ直接的保護の必要を解消するものとして，先進諸国の間で広く是認されて
いる。19) しかしそれも，長期にわたるとなると，市場の歪みが固定化するおそ
17)産業調整の問題については， OECD,、TheCase for Positive Adjustme成 Policies,
Paris, 1979; OECD, Positive Adjustment Policies-Mc⑰ ag切gStructural Chan-
ge, Paris, 1983を参照されたい。
18)産業政策には広狭多様な内容が与えられているが，詳細は， OECD,The Aims and 
Instruments of Industrial Policy, Paris, 1975; OECD, Selected Industrial Policy 
Instruments; Objectives and Scope, Paris, 1978, 上野裕也「産業政策」，『経済学
大辞典」 I,東洋経済新報社， 1980年を参照されたい。
19)この点については，注17)に挙げた OECDの2報告書を参照されたい。 1979年の報
告書よりも1983年の報告書の方が産業調整政策に対する支持をさらに強めているよう
である。ただしそこで産業調整政策というとき，狭義の産業調整だけでなく，産業開
発も含めて論じていることに注意すべきである。
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れがでてくる。20) 産業開発に対する政府助成については，先進諸国の間で意見
は一致していない。日仏両国は多年，この種の産業政策に積極的であった。こ
れに対して米独両国は批判的であった。しかしその両国でも，日本の成功を見
て，空気が次第に変わってきた。21)
• 第3は，経済的安全保障のための政策9である。 1973年およびそのあとにも供
給不安に脅かされた石油や食糧の輸入国では，それら物資の供給の安定を求め
る声がにわかに高まり，政府は，省石油技術の開発，代替資源の開発，備蓄，
・自給率の向上などを重点施策として，ーその費用の分担も進んでするようになっ
た。22) しかし1980年代にはいり，石油や食糧が生産過剰ぎみに推移するにいた
ると，問題の切迫感も薄らいだ。
国内政策運用の便益 さて，自国産業を保護育成するのに，政府が国内政策
を使うのは，貿易政策の場合と同様に，基本的には市場機構の不備と限界を認
めるからであるが，貿易政策よりも国内政策を選ぶのは，次に挙げるいくつか
の事情による。
第1に，ガットの規制にひっかかりにくいということである。ガットは，そ
の原名が示すように，関税および貿易に関する取決めであって，国内政策につ
いては，補助金および内国民待遇に関する条項があるだけである。したがって
加盟国政府も，国内政策では，貿易政策ほどには手を縛られないですむ。
第2に，人目につきにくいということである。国内政策は，貿易政策ほどに
は外国の注意をひかないし，その貿易面の効果も，間接的に時間をかけて出て
20) Cf. OECD, Positive Adjustment Policies, 1983, pp. 51-2. 
21) 注18) に挙げ t~文献(1)1まか， Robert B. Reich, "Beyond . Free Trade," Foreign 
A.ff airs, Spring 1983; William Diebold Jr., "Past and Future Industrial Policy 
in the United States", John Pinder ed., National Industrial Strategies and the 
World Economy, Totowa, N. J., 1982, Chap. 6を参照されたい。
22)この問題についてのまとまった文献となると，管見にして私は多くを知らない。船橋
洋一『経済的安全保障論」， 東洋経済新報社， 1978年および通商産業省・産業構造審
議会編「経済安全保障の確立を目指して』， 通商産業調査会， 1982年を挙げておく。
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くることが多いから，それとはっきりとは弁別しにくい。それだけ外国からの
批判をまぬがれやすい。もっとも，国内政策も頻繁に実施されると，外国の注
意も次第にそちらに向き，それをめぐって国際摩擦が生じることになる。
第3に，産業育成効果をもつということである。貿易政策は産業に市場を保
証するが，産業を育成する働きはもたない。幼稚産業育成のための関税政策と
いうものがあるが，その場合でも，保護される産業自体に成長力が備わってい
ることが前提されている。これに対して国内政策の場合には，研究開発・労働
者訓練への助成や特別減価償却に特徴的にみられるように，産業の生産性の上
昇とそれによる競争力の強化を目指している。もっとも，そういう政策が，期
待したとおりの成果を挙げうるかどうかということになると，話は別である。
1930年代との比較
これまでにみてきたように，近年アメリカやECなど主だった先進国で，輸
入制限，輸出自主規制などの非関税障壁がつぎつぎに設けられ，国際関係を一
層険しくしていることは事実である。しかし厳しい非関税障壁は，なにも今に
始まったことではない。 1930年代はおそらくもっとひどかった。輸入制限，双
務協定，．経済プロック等々，世界貿易網を寸断し世界経済を解体に導く政策手
段が手をかえ品をかえて打ち出された。23) 「近隣窮乏化政策」 という言葉がで
きたのも，この時代である。24) したがって非関税障壁が厳しいということだけ
では，今日を新保護主義の時代と呼ぶのは適当でない。
また国内政策の運用も，近年活溌化したとはいえ，それ自体としては目新し
いものではない。レプケが1930年代の保護主義を新保護主義と呼んで前代の保
23)これについては， League of Nations, The Network of World Trade, Geneva, 
1942 ;・P. T. Ellsworth, The International Economy, New York, 1950, Chaps. 
16-18を参照されたい。
24) Cf. John Robinson, "Beggar-My-Neighbour Remedies for Unemployment," 
in her Essays in the Theory of Emp/oyment, London, 1937. 
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護主義と区別したとき，その基準は，一つには前代が自由主義的通商政策の時
代であったのに対して， 30年代は計画的通商政策の時代であること，そしても
う一つには前代が単なる保護主義の時代であったのに対して， 30年代は自給自
足の時代であることであった。25)実際30年代には，特に日独伊3国では，計画
化が経済のすみずみにまで及んだ。したがって国内政策の拡大をとらえて，今
日の保護主義を新保護主義と呼ぶことは躊躇せざるをえない。
しかし今日の保護主義は30年代の保護主義の単なる繰返しではない。 30年代
は，量的制限も厳しかったが，関税も高かった。関税戦争という言葉があるが，
当時は，どの国も競つて関税率を引き上げた。悪名高いアメリカのスムート＝
ホーレイ関税法がその代表である。その施行によって，アメリカの平均関税率
は53彩に達した。他の先進諸国もそれに倣った。このように， 30年代は高制限
・高関税の時代であった。これに対して今日は，いわば高制限・低関税の時代
である。非関税障壁は厳しいが，その代わり関税率は，平均 3・-5彩と低い。
さらに30年代には，保護主義を実行するのに，どの国も情容赦がなかったが，
今日では，大なり小なり自制心を働かせている。各国とも利他的になったとい
うわけではない。他国の繁栄が結局は自国の繁栄につながることを，どの国も
身をもって学んだのである。このように，同じ保護主義の時代といっても，今
日は30年代よりはましである。
この点に着目して，今日は30年代とは別の保護主義の時代であるといってよ
ぃ。しかしそれを新保護主義と呼ぶのがいいかとなると，やはり問題が残る。
というのは，この言葉には，事態が昔よりひどくなったという意味合いがこめ
られているように思うからである。
要するに，新保護主義という言葉は，もしそれを使うとすれば，今日の，復
活した保護主義という程度の意味にとどめるのが適当であるというのが，私の
結論である。
25) Ropke, op. cit., p. 58. 
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